
　　

令和３年版　(令和２年労働災害のとりまとめ）

建設業における災害防止のポイント

■元方事業者・関係請負人それぞれ役割に応じたリスクアセスメントの実施の徹底

■墜落・転落災害防止対策の徹底

（足場に係る改正労働安全衛生規則の順守、足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要

綱の徹底、足場の設置が困難な屋根上及びスレート屋根上での作業における墜落防止対策の

徹底、 フルハーネス型墜落制止用器具（安全帯）の普及促進、脚立・はしごの適正な使用）

■「見える化」の積極的な取組による、労働者の安全意識の向上、安全活動の活性化の徹底

■建設資材等のトラック積込み、積卸し時における荷台からの墜落・転落災害防止の徹底

■熱中症予防対策の徹底及び軽症のうちの適切な救急対応

■解体・改修工事等における石綿ばく露防止対策の徹底

■工事現場における溶接溶断火花などを着火元としたウレタンフォーム等の可燃物による火災の防止

■交通事故災害の防止

■高年齢労働者が安全で安心して働くことのできる職場環境の整備

■職場における新型コロナウイルス感染症対策の推進

神奈川労働局労働基準部　　　　
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令和３年版　神奈川県下における建設業労働災害の現状と対策

修正箇所（Ｒ３．６．３０）

該当ページ 修正内容

Ｐ.４

「５　経験年数別の災害発生状況」の図５－１に誤りがありましたので訂正いたし
ます。
　　　　　　　　　誤　「１～５年未満」
　　　　　　　　　正　「３～５年未満」

Ｐ.４２
下段「溶接ヒュームの健診項目」に誤記がありましたので訂正いたします。
　　　　　　　　　誤　「1次検診」
　　　　　　　　　正　「1次健診」

　



１　労働災害の推移
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図1 労働災害による死亡者数の年次別推移

図2 死傷者数の年次別推移

建設業

建設業の死傷者数は図2のとおり、長期的には減少傾向にある。平成30年は過去最少の７２７人となり、全

産業に占める比率も10.5％と過去最少を記録した。しかしながら平成31年・令和元年以降は全産業総数が増

加に転じ、令和２年の建設業における死傷者数は８２４人と大幅に増加したが、全産業における死傷者数も大

幅に増加したため、建設業の死傷者数が全産業に占める比率は減少した。

全産業

%人

人

建設業の死亡者数は図１のとおり、昭和36年に165人を記録して以降、増減を繰り返しながらも長期的には減少傾向を
示し、平成28年には10人を下回り、平成29年は過去最少の6人となった。しかしその後の2年間は増加に転じ毎年10人で
推移していたが、令和２年にはさらに１４人に増加し、全産業の中で建設業の比率は上がった。

％

%
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２　工事種別の災害発生状況

 

死亡災害工事種別

土木工事業
建築工事業

死亡者
44人
全産業

図2-2 令和２（２０２０）年 建設業･工事種別の死傷者数

図2-1令和２（２０２０）年 建設業･工事種別の死亡者数 （参考） 令和２（２０２０）年全産業･業種別の死亡者数

（参考） 令和２（２０２０）年 全産業･業種別の死傷者数

工事種別の死亡者数は、図2-1のとおり、建築工事業が７人(50%)で、土木工事業が6人(43%）、その他の建設業

（設備工事業等）が1人であった。木造家屋建築工事業では死亡災害の発生はなかった。

工事種別の死傷者数は、図2-2のとおり、建築工事業（木造家屋建築工事業を除く）が382人と最も多く建設業全

体の46％を占め、次いで土木工事業の193人（24%）、木造家屋建築工事業が106人（13%）、その他の建設業143人

（17%）の順であった。この内訳の傾向は前年までとほぼ同じであった。

平成16年以降における工事種別の死亡者数推移は、図2-3のとおりであった。
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３　事業場規模別の災害発生状況

                                                   

４　年齢階層別の災害発生状況

図3-2 令和２（2020）年 規模別の死傷者数図3-1 令和２（2020）年 規模別の死亡者数

事業場規模別の死亡者数は、図3-1のとおり、事業場規模10～29人だけで8人（57%）、30人未満の事

業場の合計で11人（79%）となった。

事業場規模別の死傷者数は、図3-2のとおり、10人未満の事業場が474人と最も多く建設業全体の

58％を占め、次いで事業場規模10～29人の220人（30%）、30～49人の56人（6%）の順であり、建設業の

死傷災害全体の94％が規模50人未満の事業場において発生している。

年齢階層別の死亡者数は、図4-1のとおり、50歳台が3人、60歳台以上が5人であった。

年齢階層別の死傷者数は、図4-2のとおり、50歳台が192人と最も多く全体の23％であるが、20歳台以

上が169人（21%）、30歳台が140人（17%）、40歳台が165人（20%）、60歳台が139人（17％）と拮抗してい

る。20歳未満では19人（2%）となっている。

なお、厚生労働省では、高年齢労働者の労働災害防止のため「高年齢労働者の安全と健康確保のた

めのガイドライン」（通称「エイジフレンドリーガイドライン」）の普及を促進しているところである。

図4-1 令和２（２０２０）年 年齢階層別の死亡者数 図4-2 令和２（２０２０）年 年齢階層別の死傷者数
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況

図5-1 令和２（２０２０）年 経験年数別の死亡者数

経験年数別の死亡者数は、図5-1のとおりであった。３０年以上のベテラン（高年齢労働者）が6人（43％）

と最も高い割合を占めている。

死傷者数は、図5-2のとおり、各年台で１００人台が多くなっている。また、図5-3のとおり、10年以上の労働者の

死傷者数全体に占める割合はわずかながらも減少傾向を示している。

図5-2 令和２（２０２０）年 経験年数別の死傷者数

現場入場日数別の死亡災害発生状況は、図6-1のとおりである。交通事故や置き場作業における事故など、現場外で

発生した災害が多いことに注意を要する。

工事種別発生状況は、図6-2のとおりで、建築工事に関連する災害が最多の7人となっているが土木工事に関連する

災害が6人となっており拮抗している。

図6-１令和２（２０２０）年年 現場入場日数別死亡者数 図6-2 令和２（２０２０）年年 工事種別現場入場日数別死亡者数
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図5－3 経験年数別の死傷者数推移
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別の死亡者数は、図7-1のとおりであった。そのうち「墜落、転落」による死亡者数は7人と最多で

ある。

事故の型別災害の死傷者は、図7-2のとおり、「墜落、転落」が243人（29%）と最も多く全体の約3分の1を占

めている。次いで「はさまれ・巻き込まれ」101人（12%）、「転倒」が90人（11%）、｢飛来・落下｣86人（10％）、｢切

れ・こすれ｣68人（8%）、｢動作の反動・無理な動作｣62人（8%）、「激突」47人（6%）、「激突され」35人（4％）、「崩

壊・倒壊」24人（3％）、「交通事故」21人（3％）、「高温・低温の物との接触」16人（2％）であった。

なお、建設業における足場からの墜落・転落防止措置を強化するため、平成27年5月20日付けで「足場から

の墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正され、さらに、平成27年7月1日に改正労働安全衛生規則

が施行された。また、「安全帯の規格」に代わって「墜落制止用器具の規格」が新しく制定され、令和4年1月2

日以降は新規格による墜落制止用器具（フルハーネス型およびベルト型）の使用が求められることとなった。

図7-1 令和２（２０２０）年 事故型別の死亡者数 図7-2 令和２（２０２０）年 事故型別の死傷者数

図8-1 令和２（２０２０）年 起因物別の死亡者数 図8-2 令和２（２０２０）年 起因物別の死傷者数
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死傷者
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荷, 29人, 4%
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22人, 3%
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起因物別の死亡者数は、図8-1のとおりであった。

死傷者数においては、「墜落・転落」災害が多いことにより、起因物としても「仮設物、建築物、構築物等」が

最も多く、207人で全体の25％を占めていた。次いで「材料」122人（15%）、「用具」112人（14%）、「動力運搬機」

63人(8%)、「建設機械等」48人(6%)、「環境等」36人（4％）、「人力機械工具等」30人（4%）、「荷」29人（4%）、「木

材加工用機械」28人（3%）、「動力クレーン等」28人（３%）の順であった(図8-2）。なお、脚立、はしご、ロープ等

は「用具」の分類に含まれる。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況

図9-1 木造家屋等建築工事における死傷者数推移 （平成15年～令和２年）

木造家屋等建築工事における死傷者数は、図9-2のとおり、事故の型別では、｢墜落・転落｣が37人と最も多く全

体の35％を占めており、2番目以降は、「転倒」11人（10%）、｢切れ・こすれ」10人(9%）、「飛来・落下」9人（9%）｢動作

の反動・無理な動作｣9人（9%）、「激突」9人（9%）であった。

起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」の死傷者数が34人と最も多く全体の32％を占めて

おり、２番目以降は、「材料」22人(21%)、「用具」22人（21%）、「木材加工用機械」7人(6%)、の順となった。

令和２年の木造家屋等建築工事における死亡者数は0人であった。

死傷者数は、図9-1のとおり、長期的に減少傾向にあるが、令和２年は13人減少し106人となった。

なお、木造家屋等建築工事における平成15年以降の死亡者40人について事故の型別の発生傾向を考察する

と、「墜落、転落」災害が29人であり死亡者全体の72.5％を占めている。

木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落・転落」災害を防止するには、現場における墜落・転

落防止対策の徹底が最も優先度が高いことから、建方作業時に先行して足場を設置する「足場先行工法」による

現場施工が重要である。(望ましい足場の設置基準、施工手順及び留意事項等が示された『足場先行工法に関す

るガイドライン』が平成18年2月に改正されている。） また、令和4年1月2日以降は新しい規格による墜落制止用

器具（安全帯）の使用が求められることとなり、特に、フルハーネス型の使用を進めることが肝要である。

図9-2 令和２（２０２０）年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和２（２０２０）年 起因物別の死傷者数
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10　公共工事等における災害発生状況

18年
19年
20年
21年
22年
23年
24年
25年
26年
27年
28年

29年

30年

元年

2年

図10-１ 公共工事等における死亡者数・比率

令和２年の建設業における死亡者14人のうち、公共工事等で発生したのは、３人（21%）であった。

図10-2 令和２年 発注者別死亡者数

図10-3 公共工事等における事故型別の死傷者数

令和２年の公共工事等における死傷者は94人であり、建設業全体(824人）の11％を占めた。なお、公共

工事等における発注者別の内訳は、国が8人、地方公共団体（県および市区町村）70人、公団等16人で

あった。さらに、工事種別の内訳は、土木工事業が62人、建築工事業が17人、その他の建設業が15人で

あった。
令和２年の公共工事等における死傷者94人について、事故の型別の内訳としては、「墜落、転落」が 30
人（32%）と最も多く、次いで「はさまれ、巻き込まれが11人(12%)、「転倒」「飛来、落下」「切れ、こすれ」がそ
れぞれ8人(9%)、「動作の反動、無理な動作」が7人(8%)となった。
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

27年
28年
29年
30年
元年
2年

5年合計

建設業以外
建設業

12　熱中症災害発生状況

過去5年間の月別死亡災害発生状況（5年間月別累計）は、図11-1のとおりであり、7月に多く発生している。

特に梅雨明けには猛暑となることが多いため、熱中症の予防に関し、注意が必要である。

図11-1 月別の死亡災害発生状況（平成28年～令和2年（過去5年）の月別累計）

図11-2 月別の死傷災害発生状況（平成28年～令和2年（過去5年）の月別累計）

過去5年間の月別死傷災害の発生状況（5年間月別累計)は、図11-2のとおりであり、7月に多く発生している。

特に梅雨明けには猛暑となることが多いため、熱中症の予防に関し、注意が必要である。
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図12 平成28年～令和２年 熱中症災害発生状況 （年別業種別死傷災害発生状況）
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過去5年間の建設業、建設業以外の全業種における死亡及び休業4日以上の熱中症の発生状況は、図12のとお

りである。

熱中症による死亡災害については、26年に1人発生して以降、３年間発生していなかったが、30年は４人発生し、

その内1人は建設業において発生した。元年には建設業において作業終了後、帰宅途中において発病した死亡災

害が発生している。なお、2年には建設業における死亡災害は発生していない。

なお、厚生労働省では、熱中症予防の徹底を図ることを目的として、令和３年5月1日から9月30日までの期間に「Ｓ

ＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」を展開している（後に資料添付）。

人

熱中症を予防するために

①冷房を備えた休憩場所、日陰な

どの涼しい休憩場所を確保する。

②氷、冷たいおしぼりなどの身体を

適宜に冷やすことのできる物品や

設備を配置する。塩及び飲料水を

備える。

③暑さ指数（ＷＢＧＴ値）を活用す

る。（ＷＢＧＴ値：温度、湿度、輻射

熱の３つを取り入れた指標）

④日常の体調管理を徹底し、脱水

症状を起こす誘因になりかねない

作業前日の夜遅くまでの深酒を避

け、作業に備えた十分な睡眠を確

保する。
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発注関係
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント事業場規模

1

２月 土木工事業 基礎工事用機械

（発生状況）
　被災者は自社で杭打機の輸送時仕様への組立の補助に従事。運転
手が杭打機のリーダー下部を接地固定させていたジャッキを縮めて
接地解除操作をしたところ、長さ約２メートルのリーダー下部が、
リーダー本体とのヒンジを支点に大きく揺れた。その瞬間に被災者
が何らかの理由で揺れる範囲に立ち入ってきて、リーダー下部に激
突されたもの。

（災害防止のポイント）
１　予め、リスクアセスメントを実施し、危険性がある作業、範囲
　を作業員間で共通認識とすること。
２　機械等に激突されたり、挟まれたりする等の危険がある場所に
　人がいないか確認してから機械の次の工程の操作をすること。
３　作業指揮者を定め、作業指揮させるにあたり、前項１，２につ
　いて徹底すること。

民間
１６時頃 激突され５０人～９９人

2

２月 その他の建築工事業 乗用車、バス
バイク

（発生状況）
　作業終了後、事業代表者の運転する車に同乗して帰路についた
が、高速道路のトンネル内を走行中運転していた代表が一時的に意
識を失い、トンネルの壁に激突した。その際、同乗者の被災者は車
外に飛び出してしまい死亡したもの。
（災害防止のポイント）
1　シートベルトの着用
　　運転者自身のみでなく、同乗者のシートベルトの着用を必ず確
　認すること。
2　交通ＫＹ等による安全運転意識の向上
　　カーブにおいては事前に十分に減速して走行し、急ハンドルや
　急加速を行わないこと。
3　運転者健康状態の確認
　　定期健康診断を実施し、有所見者に関しては医師に就業上の注
　意事項の意見を聴取すること。
　　道路の状況等を把握し、余裕を持った運航計画により運行する
　こと、運転者の労働時間は「自動車運転者の労働時間等の改善の
　ための基準」（厚生労働省告示）を遵守すること。

民間
１５時頃

交通事故
（道路）～９人

3

３月 土木工事業 建築物・構築物等

（発生状況）
　夜間工事において鉄道トンネルの坑口構造物の上を通る、幅１．
５メートルの通路を歩行中、体勢を崩し、約１３メートル下の線路
付近に墜落したもの。

（災害防止のポイント）
１　予め、リスクアセスメントを実施し、危険性がある作業、範囲
　があれば可能な限り物理的措置(手すりを設ける)を行う。残存す
　る危険がある場合は作業員間で共通認識とし、危険個所に接近し
　ないようにすること。
２　残存する危険がある通路では、日中に状況を確認し、危険個所
　の状況を把握する。夜間の作業時には、個々に照明を持たせる、
　棒を使用して次の一歩を踏み出す前に足元を確認させるなど事
　前に対策を確認しておくこと。

民間
０時頃 墜落、転落３０人～４９人

令和２年における建設業の死亡災害の概要

－９－



発注関係
事故の型 災害防止のポイント

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発生時刻 事業場規模

4

７月 土木工事業 乗用車、バス
バイク

（発生状況）
　夜間工事の現場に向かって高速道路を走行中のワゴン車が、ジャ
ンクション前の右カーブでブレーキをかけたところタイヤが横滑り
して道路左側側壁に車両左後部が衝突し、同乗の作業者のうち２名
が死傷したもの。

（災害防止のポイント）
1　交通KY等による安全運転意識の向上
　　定員いっぱいの重量で走行している際や雨天等スリップしやす
　い状況など、カーブにおいては事前に十分な減速をして速度を
　落として走行し、急ハンドル、急加速を行わないこと。
2　車両の管理
　　日常点検、走行前点検等により車両の状態を確認し、天候、
　季節等に応じて滑り止めの性能が高いタイヤを装着する等車両の
　管理を徹底すること。
3　余裕を持った運行計画
　　道路の状況等を把握し、余裕を持った運行計画により運行する
　こと、運転者の労働時間は「自動車運転者の労働時間等の改善の
　ための基準」に定める以下の項目について遵守すること。
　　拘束時間は、原則４週間を平均し１週間あたり６５時間以内
　（4週間で２６０時間以内）、原則１日１３時間以内とし、勤務
　終了後、継続８時間以上の休憩を与えること。

民間
０時頃時

交通事故
（道路）１０人～２９人

（発生状況）
　橋梁建設工事現場の仮設の構台に設置していた二柱式看板（高さ
３メートル、看板部分の高さ０．９メートル×幅４メートル）を２
名で撤去中、突風（当日の最大瞬間風速１１．１メートル／秒）で
看板があおられて、１名が看板と一緒に構台の手すり（高さ約１０
２センチメートル）を超え、構台下の橋脚用深礎杭の底まで、約６
０メートル墜落したもの。

（災害防止のポイント）
１　リスクアセスメントを実施する際に最新の天候の情報を入手す
　ること。強風により墜落等の危険が予想されるときは天候が悪化
　する前に対策作業を終了すること。
2　天候が悪化後に作業の必要性を再度検討し、作業が必要な場合
　は現場の環境や状況、作業内容に応じた墜落防止のための手すり
　や囲い等の設備、安全帯等の使用を徹底すること。
3　墜落転落の危険のある個所における作業を行う場合には、あら
　かじめ作業指揮者を指名し、その者に安全な作業手順による作業
　を直接指揮させること。

民間
１１時頃 墜落、転落３０人～４９人

6

７月 その他の建設工事業 トラック

5

７月 土木工事業 その他の環境等

（発生状況）
　夜間工事現場の残土を、ダンプカーで運搬中、残土捨て場の受付
所の手前の道路上にダンプカーを停め、荷台にかけていた飛散防止
用シートを外し、道路上でシートを折り畳み丸めているとき、後方
から来た別会社のダンプカーに轢かれたもの。

（災害防止のポイント）
1　接触の防止等の管理体制
　　予め、リスクアセスメントを実施し、走行路上等で作業しな
　い作業計画を検討すること。
2　交通労働災害防止対策
　　道路上でない作業でも、取引先の敷地内の走行車両との危険
　を防止するため、周囲に存在を示すために反射材を用いたもの
　を着用し、囲い、柵、ガード、案内誘導標識等を設けること。
3　作業計画による運行
　　ダンプカーやトラックなどの貨物自動車を運行させる場合、
　運行経路、作業の方法などが示されている作業計画を定め、
　当該作業計画により運行させること。

１時頃
民間

交通事故
（道路）１０人～２９人

－１０－



9

建築物、構築物

（発生状況）
　建設残土の仮置き場に常駐しドラグ・ショベルで残土を均してい
たところ、残土の下に埋もれていた、廃止済の地下タンク（直径約
４５メートル、深さ約３０メートル）の蓋が崩れ落ち、ドラグ・
ショベルとともに落下したもの。

（災害防止のポイント）
1　事前の調査及び記録
　　車両系建設機械を用いて作業を行うときは、当該車両系建設機
　械の転落、地山の崩壊等による危険を防止するため、予め、当該
　作業にかかる場所について地形、地質の状態等を調査し、その
　結果を記録しておくこと。
　　上記に加えて、埋設物、架空電線等の有無及びその状況、既設
　の道路の状況、既設の建設物の状況について調査し、その結果を
　記録しておくこと。
２　作業計画
　　予め、調査により知り得たところに適応する作業計画を定め、
　これによって作業を行うこと。

地方公
１５時頃 墜落、転落１０人～２９人

１０人～２９人

９月 建築工事業 屋根、はり、も
や、けた、合掌

（発生状況）
　工場の屋根の補修工事において、さび等の破片が屋根の上に散乱
したので、これを掃き集めていたところ、スレート屋根になってい
る箇所を踏み抜き、約８メートル下の工場床に墜落したもの。

（災害防止のポイント）
1　踏み抜き防止措置
　　スレート、木毛板等の材料でふかれた屋根の上で作業を行う
　場合において、踏み抜きにより危険を及ぼすおそれのあるとき
　は、幅が３０ｃｍ以上の歩み板を設け、防網を張る等の踏み抜
　きによる危険を防止するための措置を講じること。
　※防網を張る等の「等」には親綱を配置し、安全帯を使用させ
　ることも含む。
２　作業状況の把握と手順の見直し
　　作業開始前に作業場の状況を把握し、あらかじめ定めた作業
　計画や作業手順にない作業を実施する際には、職長と元方事業
　者職員が協議し、承認を得てから作業を行うこと。

民間
１４時頃 墜落、転落

8

８月 土木工事業

建築工事業 足場

7

（発生状況）
　１１階建てビル新築現場で、外周の枠組足場を解体作業中、被災
者は足場１０層目で、解体した足場部材を地上に下ろすため、下の
層にいる作業者に渡した際に、誤って地面まで約１７メートル墜落
した。フルハーネス型墜落制止用器具（安全帯）を着用していた
が、そのフックを使っていなかったもの。

（災害防止のポイント）
1　墜落転落防止措置
　　予め、リスクアセスメントを実施し、危険性が少ない方法(例え
　ば足場 ブロックで一括しておろしてから解体する)工法が取れな
　いか検討すること。安全帯を安全に取り付けるための設備等を設
　けること。
2　足場の解体作業時の管理体制
　　作業前に作業者に安全帯を使用する作業法であることを確認さ
　せ、足場の組立等の作業主任者を選任し、作業方法等を決定し、
　作業指揮者の直接指揮の下、作業の進行状況、安全帯の使用状況
　を監視し、安全帯を適切な取り付け具に取り付けたことを確認し
　てから次の行動をとらせること。

民間
１１時頃 墜落、転落

災害防止のポイント事業場規模

８月

１０人～２９人

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発注関係
発生時刻 事故の型

－１１－



12

１０月 土木工事業 その他の環境等

（発生状況）
　線路脇の法面の除草作業中、茂みから出てきたオオスズメバチら
しき蜂に腕を刺され、アナフィラキシーショックを発症したもの。

（災害防止のポイント）
１　蜂に刺されるおそれのある場所で、作業を行うにあたっては、
　肌を露出しないように心掛け、長袖の作業着を着用し、軍手等を
　はめること。また、ヘルメットの下につばの広い帽子等を被り、
　頭を露出しないこと。
２　過去にハチ刺されによって蜂毒アレルギーの症状があった場合
　には、当該作業のように蜂に刺される危険がある作業に従事させ
　ないこと。
３　作業者に対して蜂に刺された時の救急処置、蜂毒アレルギーの
　症状等について教育を行うこと。
４　アナフィラキシーショック発症時の緊急治療のため、自己注射
　製剤（エピペンⓇ等）を持参しておくとよいこと。

民間
１４時頃 その他～９人

11

１０月 建築工事業 地山、岩石 （発生状況）
　地上４３階地下２階建てビル新築現場で、深さ１０メートルまで
縦穴状に掘削し土止め支保工を設け、さらにドラグ・ショベルで約
２メートル掘り下げたところで予想外の湧水があり排水ポンプ設置
の段取り中、横矢板下部より土砂が流出して埋まったもの。

（災害防止のポイント）
1　調査
　　地山の掘削作業を行う場合には作業箇所、周囲の地山につい
　て、あらかじめ形状、地質、地層、き裂、含水、湧水などの
　状態についてボーリングその他の適当な方法により調査を行う
　こと。
２　施工計画
　　上記調査結果に基づき、掘削面の下方で作業を行う場合に
　あっては掘削面の崩壊を防止するための防護の方法などを含む
　施工計画を立て、当該計画により作業を行うこと。
３　土止め支保工の措置等
　　土砂崩壊により作業者に危険を及ぼすおそれがあるときは、
　あらかじめ土止め支保工を設け、防護網を張り、作業者の立ち
　入りを禁止すること、さらに地質の変化、異常な湧水等の状況
　の変化に応じて当該支保工を補強し、または掘削面の高さを低く
　し、若しくは掘削面のこう配を緩くすること。

民間
９時頃 崩壊、倒壊１０人～２９人

10

９月 建築工事業 足場
（発生状況）
　施設改修工事において、外周に設置したクサビ緊結式一側足場の
足場板から約３メートル墜落したもの。

（災害防止のポイント）
1　墜落防止の措置
 　足場からの墜落を防止するため、床面からの高さ８５ｃｍ以上の
　手すり等及び中さん（高さ１５ｃｍ以上４０ｃｍ以下）や幅木等
　を設けること。
２　高所での作業等においては安全帯及び墜落時に頭部を保護する
　ための保護帽を着用すること。
３　作業指揮者の指名等
　　足場における作業を行う場合には、あらかじめ作業指揮者を
　指名し、その者に当該作業を直接指揮させるとともに、以下の
　事項を行わせること。
　・その日の作業を開始する前に、安全帯の取り付け設備に異常
　　がないことを確認する。
　・作業者が安全帯を適切に使用していることを確認する。
　・作業者が保護帽および安全靴等の安全な履き物等を着用して
　　いることを確認する。

民間
１１時頃 墜落、転落～９人

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発生時刻 事故の型 災害防止のポイント事業場規模

－１２－



番号
発生月 業種 起因物 発生状況

発生時刻 事故の型 災害防止のポイント事業場規模

13

１１月 建築工事業 建築物、構築物

（発生状況）
　解体工事現場で、人工地盤に混在する廃棄物を手作業で分別中、
人工地盤の端から約６メートル墜落したもの。

（災害防止のポイント）
１　高さが２メートル以上の箇所で、墜落により作業者に危険を
　及ぼすおそれのある端部で作業を行う場合には、囲い、手すり、
　覆い等を設けること。
２　１の措置がとれない場合には、親綱を張る等安全帯の取り付け
　設備を設け、作業者に安全帯（フルハーネス型）を使用させるこ
　と。
３　墜落のおそれのあるところで作業する際には、あらかじめ作業
　指揮者を指名し、その者に当該作業を直接指揮させるとともに、
　以下の事項を行わせること
　・その日の作業を開始する前に、安全帯の取り付け設備に異常が
　　ないことを確認する。
　・作業者が安全帯を適切に使用していることを確認する。
　・作業者が保護帽および安全靴等の安全な履き物等を着用してい
　　ることを確認する。

国
１４時頃 墜落、転落～９人

14

１２月 その他の建築工事業 金属材料

（発生状況）
　資材置場で単管足場の支柱１８本の束（長さ３．６メートル、直
径５センチメートル、重量１３キログラムの支柱を横６本３段にし
て番線で束ねたもの）を２束ずつ金属バンドで結束中、作業対象の
隣に積まれていた１０段の束（高さ１．８メートル）が上から７段
分倒壊し、その下敷きとなったもの。

（災害防止のポイント）
１　予め、リスクアセスメントを実施する。実施する時期は結束し
　た単管を積み上げる前に実施し、支柱の設置位置、単管の結束方
　法を含め、搬出時の作業も考慮して実施すること。
２　結束した束を移動する作業の前に崩壊等の危険がないが再度状
　態を確認し、危険性が少ない作業方法を選択する。残存した危険
　は作業者が認識し待避の空間を確保しておくこと。
３　積み重ねた資材を倒れないように結束する際には、倒れ止めの
　ブロックを配置したり、機械を使用した荷役とするなど被災する
　可能性がない作業方法を選択すること。

民間
１３時頃 崩壊、倒壊１０人～２９人

5.79m墜落

－１３－
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（厚生労働省のパンフレットからの抜粋）
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２１ 建設業の交通労働災害の防止対策
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１次健診
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署　　　名 管轄区域 郵便番号 住　　　　　　　所 電話番号

横浜南労働基準監督署
横浜市（中区、南区、磯子
区、港南区、金沢区）

231-0003
横浜市中区北仲通5-57
横浜第2合同庁舎9階

安全衛生課

045-211-7375
代表 211-7374

鶴見労働基準監督署
横浜市（鶴見区(扇島（川
崎南管轄)を除く）)

230-0051 横浜市鶴見区鶴見中央2-6-18
安全衛生課
045-279-5486
代表 501-4968

川崎南労働基準監督署
川崎市（川崎区、幸区）、
横浜市鶴見区扇島

210-0012 川崎市川崎区宮前町8-2
安全衛生課
044-244-1273
代表 244-1271

川崎北労働基準監督署
川崎市（中原区、宮前区、
高津区、多摩区、麻生区）

213-0001 川崎市高津区溝口1-21-9
安全衛生課

044-382-3191
代表 382-3190

横須賀労働基準監督署
横須賀市、三浦市、逗子
市、葉山町

238-0005
横須賀市新港町1－8
横須賀地方合同庁舎5階

代表
046-823-0858

横浜北労働基準監督署
横浜市（西区、神奈川区、港
北区、緑区、青葉区、都筑
区）

222-0033
横浜市港北区新横浜3-24-6
横浜港北地方合同庁舎3階

安全衛生課

045-474-1252
代表 474-1251

平塚労働基準監督署
平塚市、伊勢原市、秦野
市、大磯町、二宮町

254-0041
平塚市浅間町10-22
平塚地方合同庁舎3階

代表
0463-43-8615

藤沢労働基準監督署
藤沢市、茅ヶ崎市、鎌倉
市、寒川町

251-0054
藤沢市朝日町5-12
藤沢労働総合庁舎3階

安全衛生課
0466-97-6748
代表23-6753

小田原労働基準監督署
小田原市、南足柄市、足柄
上郡、足柄下郡

250-0011
小田原市栄町1-1-15
ミナカ小田原９階

代表
0465-22-7151

厚木労働基準監督署
厚木市、海老名市、大和
市、座間市、綾瀬市、愛甲
郡

243-0018
厚木市中町3－2－6
厚木Ｔビル5Ｆ

安全衛生課
046-401-1960
代表 401-1641

相模原労働基準監督署
相模原市
（旧 津久井郡を含む）

252-0236
相模原市中央区富士見6-10-10
相模原地方合同庁舎4階

安全衛生課
042-861-8631
代表752-2051

横浜西労働基準監督署
横浜市（戸塚区、栄区、泉
区、旭区、瀬谷区、保土ヶ谷
区）

240-8612
横浜市保土ヶ谷区岩井町1-7
保土ヶ谷駅ビル4階

安全衛生課
045-287-0274
代表332-9311

労働基準監督署一覧

神奈川労働局労働基準部 安全課
〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57 横浜第2合同庁舎

電話045（211）7352 FAX045（211）0048

働く方々の一人一人がかけがえのない存在であり、それぞれの事業場において、一人の被災者も

出さないという基本理念の下、働く方々の一人一人がより良い将来の展望を持ち得るような社会とし

ていくためには、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断の努力が必要である。

また、一人一人の意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じた、多様で柔軟な働き方を選択

する社会への移行が進んでいく中で、従来からある単線型のキャリアパスを前提とした働き方だけで

なく、正規・非正規といった雇用形態の違いにかかわらず、副業・兼業、個人請負といった働き方にお

いても、安全や健康が確保されなければならない。

さらに就業構造の変化等に対応し、高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者、障害者で

ある労働者の安全と健康の確保を当然のこととして受け入れていく社会を実現しなければならない。

労働災害防止計画が目指す社会

-55-



建設業「見える化」の推進

「 見 え る 化 」 と は 職 場 に ひ そ む 危険 な ど を 目 に 見 え る 形

に し て 、 効 果 的 に 災害防止 を 推 進 す る 取 組 で す 。 「 見 え

る 化 」 す る こ と に よ り 、 労 働 者 の 安 全意識 が 高 ま り 、 安 全

活 動 の 活 性化 の 効果 が 期待 で き ま す 。

地下ピットのふたに「酸素欠乏場所」で

あり、許可なくピット内に立ち入ることを

禁止することを明示している。


